
別記第１号様式（第４の１の(1)関係） 

  

    年  月  日  

 

 京都府知事       様 

 

 

                   ［申請者］ 

所在地 

名 称（法人又は個人名） 

代表者職・氏名 

 

  

 

年度ＩＣＴ施設園芸モデル整備事業実施申請書 

 

 

 別紙のとおり実施計画を作成しましたので、ＩＣＴ施設園芸モデル整備事業実施要領第

４の１の（1）の規定により、関係書類を添えて申請します。 

 

 

  



別紙 

 

事業実施計画 

 

１ 申請者の概要 

 

名称 

（法人又は個人名） 

代表者名 

（職・氏名） 

法人設立（予定） 

年月日 

資本金 

 

 

 

  万円 

 

所在地 
連絡先等 

電話 ＦＡＸ メール 

 

 

 

   

 

役員数 

従業員数 

正社員 
パート・アルバイト 

常時雇用 臨時雇用 

人 

 

 

人 人 人 

 

 ３期分決算推移 

 
前々前期 

（ 年 月～ 年 月） 

前々期 

（ 年 月～ 年 月） 

前期 

（ 年 月～年 月） 

売上高 

万円 万円 万円 

経常利益 

万円 万円 万円 

 

 

 

 

 



経営内容①＜現状＞ 

品目 

（施設・露地） 

面積 
売上高 販売先 

農地面積 延べ作付面積 

 

 

 

ａ ａ 万円  

合 計 ａ ａ 万円  

 

経営内容②＜現状＞ 

加工品 

（品目） 
販売数量 売上高 販売先 

 

 

 

ｋｇ 万円  

合 計 ｋｇ 万円  

 

経営内容③＜現状＞ 

その他（内容、規模、売上高） 

 

 

 

農地所有適格法人※１ 
農地法第 3 条の許可日 

又は農用地利用集積計画の公告日※２ 

（証明）年月日 確認（証明）市町村名 許可又は公告日 許可又は公告市町村名 

 

 

   

※１又は※２のいずれかを記載すること 

※１：事業完了後３箇年以内に農地所有適格法人を目指す場合は、予定年月日と予定

市町村名を記載すること 

認定農業者 地域内の農業を担う者一覧に掲げられている 

（又は掲げられる見込みの）地域計画の地域名 認定年月日 認定市町村等名 

 

 

  

  

経営及び生産上の課題 

 

 

 



２ 事業内容 

   

①導入する施設・設備の概要 

 

 

 

 

②期待される効果 

 

 

 

※加温設備を導入する場合は、化石燃料のみに依存しない加温方法を基本とし、地域の気

候条件や品目の特性等を踏まえて、十分検討を行ったうえで、適切な設備とすること。 

 

 (1) 導入する施設・設備の内容 

対象作物名 機種・形式等 規模・台数 事業費 

   円 

  円 

  円 

合計   円 

 

 (2) 導入する施設・設備のモデル性 

 

 

 

 

 

３ 生産計画 

 (1) 導入する施設・設備 

 
年度 品目 

作付面積 

（延べ作付） 

10a当たり 

生産量 

年間 

生産量 
売上額 

現状   ａ kg kg 千円 

1 年目   ａ kg kg 千円 

2 年目   ａ kg kg 千円 

目標 

3 年目 
  ａ kg kg 千円 

  ※１年目は事業実施年度の翌年度 



 

 【生産性の向上】 
 
 
 
※新規導入作物の場合は地域の単収を記入 

 

 

 

 

 (2) その他の生産品目     ＊年度毎に合計した数値を記載してください 

 

 年度 品目 
作付 

面積 

露地 

施設

の別 

年間 

生産量 
売上額 

現状   ａ  kg 千円 

1 年目   ａ  kg 千円 

2 年目   ａ  kg 千円 

目標 

3 年目 
  ａ  kg 千円 

  ※１年目は事業実施年度の翌年度 

 (3) 売上額の合計［(1)＋(2)］ 

 現状 

（事業実施年度） 

１年目 

（ 年） 

２年目 

（ 年） 

３年目 

（ 年） 

売 上 額 千円 千円 千円 千円 

 

 【売上額】  
 
 
 
 

 
 
 

 

 

 

 (4) 導入する施設・設備で生産する品目の特徴（アピールポイント等） 

 

 

 

 

 

現状の単収（※） kg/10a[A] 

目標年の単収 kg/10a[B] 

生産性の向上 

     ％（（B－A）÷A×100） 

現状の売上額 千円[C] 

目標年の売上額 千円[D] 
売上額 

      ％（（D－C）÷C×100） 

採択要件：当該品目における生産性が 20％以上向

上すること 

採択要件：経営全体の売上額が 2,000 万円を超え

ること 



 

４ 経費計画 

 ■法人用様式 

科  目 現状（  年） ３年目（  年） 

売上原価  千円 千円 

販 売 費 及

び 一 般 管

理費 

  千円 千円 

給料・手当 千円 千円 

役員報酬 千円 千円 

福利厚生費 千円 千円 

減価償却費 千円 千円 

租税公課 千円 千円 

その他費用 千円 千円 

 

 ■個人用様式 

科  目 現状（  年） ３年目（  年） 

経費   千円 千円 

種苗費 千円 千円 

肥料費 千円 千円 

農具費 千円 千円 

諸材料費 千円 千円 

修繕費 千円 千円 

動力光熱費 千円 千円 

農業共済掛金 千円 千円 

減価償却費 千円 千円 

荷造運賃手数料 千円 千円 

雇人費 千円 千円 

その他経費 千円 千円 

 

５ 販売計画（目標年度） 

販売先 品目 期間 
年間 

販売数量 
単価 

年間 

販売額 

  ～ kg 円/kg 千円 

  ～ kg 円/kg 千円 

  ～ kg 円/kg 千円 

合    計 千円 

 

  



６ 資金調達計画 

 内容 備考 

借入額（円）   

借入先（金融機関名）   

借入期間（うち据置期間）   

借入利息（％）   

借入時期（年月日）   

 

７ 事業費の負担区分 

総事業費 
左の負担区分 

府補助金 自己資金 その他 

円 円 円 円 

 

８ 園芸施設共済等への加入状況 

 

 

９ 環境負荷低減事業活動実施計画の認定について 

環境負荷低減事業活動実施計画認定日 令和  年  月  日 

 

１０ 添付書類 

(1) 法人にあっては、法人登記事項証明書、定款、役員名簿及び直近３期分の決算書。 

個人にあっては直近３期分の確定申告書（受付印のあるもの） 

(2) 機械・施設の機種選定理由及び規模決定根拠 

(3) 機械・施設の設置予定場所の市町村地図及び字切図での位置図 

(4) 導入機械・施設のカタログ、見積書、設計図、設計書等 

(5) 対象作物・品目の栽培暦 

(6) 環境負荷低減事業活動実施計画認定済みであることがわかる資料 

(7) その他必要となる資料 


